
1. はじめに

有明海は地形改変や二枚貝類の激減など，とりまく環

境が大きく変化した内湾のひとつであるが，近年，貧酸

素水塊の発生が拡大・長期化していることが懸念されて

いる（例えば，速水，2007）．既往の研究により，貧酸

素水塊の発生は小潮期に顕著であり（中山ら，2003），

その形成には底泥による酸素消費のみならず，水中に含

まれる有機懸濁物質による酸素消費の寄与が極めて大き

いこと（徳永ら，2005）や，貧酸素水塊と密接に関連し

ている密度成層に影響を与える因子には（1）出水型と

（2）沖合域からの低水温・高塩分水塊の貫入型があり，

ほとんどの貧酸素化が継続的な出水にともなって生じて

いること（速水，2007）など，貧酸素水塊の発生メカニ

ズムが明らかとなりつつある．

筆者らはこのような貧酸素水塊の発生メカニズムに関

する知見を踏まえ，有明海の貧酸素水塊の挙動を再現す

るツールとして，浮遊系－底生系結合生態系モデルを開

発している（永尾・竹内，2010）．数値モデルは，貧酸

素水塊の発生などの現象に対して物理・化学・生物過程

の寄与を定量化できるという長所を持ち、環境の変化に

対する水質・底質の応答性や生態系機能等の評価に用い

られる．一方で，有明海での貧酸素水塊の発生が拡大・

長期化している要因に関しては，このような視点で検討

された例は少ない．本研究では有明海をとりまく長期的

な環境変化と貧酸素水塊の発生との関係性について，上

記モデルを用いた数値実験により考察を行った．

2. 検討手法

（1）浮遊系－底生系結合生態系モデルの特徴・実績

数値実験には永尾・竹内（2010）が開発した浮遊系‐

底生系結合生態系モデルを用いた．この数値モデルは，

鉛直一般座標系を導入しており，有明海の特徴である大

きな潮汐変動と干出・冠水を繰り返す広大な干潟を鉛直

方向に十分な解像度を保ったまま表現可能な流動サブモ

デル，懸濁物の挙動ならびに低次栄養段階を表現する浮

遊生態系のサブモデル群，さらには底質環境と底生生物

による水質・底質の変化を表現する底生生態系のサブモ

デル群を相互に結合したものである．このモデルの特徴

は潮位・気象条件・淡水流量等の現実的な境界条件を設

定した2000年～2006年の長期積分期間において，観測

値と計算値の比較・検証がなされており，流動場や水質

項目に加え，有明海の貧酸素化を精度良く再現できるこ

とである．計算結果の一部として，貧酸素水塊の発生が

顕著な有明海北西部における溶存酸素濃度の観測値（浅

海定線調査・佐賀県（図-2に調査地点を示す））と計算

値の比較を図-1に示す．

（2）境界条件の設定

数値実験は，現況とする2001年の再現計算を基本とし

て，境界条件の一部を過去の有明海を想定した条件へと

変更し，現況との境界条件の違いによる計算結果の差異

を考察するという手順にて実施した．

想定する過去の有明海としては，流入負荷量の変化，

地形改変，二枚貝類の漁獲量の変化など，有明海での過

去からの環境変化の変遷を考慮して，1930年代・1977
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年・1983年・1990年の4ケースとした．なお，2001年

（現況）を基準として，各年代の境界条件として変更し

たものは，a）地形，b）外海潮位振幅，c）平均水位，d）

流入負荷量，e）二枚貝類の生息量，f）ノリ養殖量およ

び施肥・酸処理材の使用量，g）水質・底質初期値であ

り，淡水流量と気象条件は各年代とも2001年（現況）と

同値を設定した．

a）地形

各年代で想定した地形を図-2に示す．1930年代は図中の

黒色・灰色の格子が，1977年・1983年・1990年の3ケー

スは黒色の格子がそれぞれ海域であったと仮定した．なお，

水平方向の計算格子長は南北方向ともに900mである．

b）外海潮位振幅

月の昇交点の変動に伴う周期変動（周期：18.6年）に

より外海の潮位振幅は変動している．この潮位振幅の変

化を表現するため，各年代における振幅の2001年（現況）

比として，表-1に示す値を設定した．位相は2001年（現

況）と同じとした．なお1930年代は特定の年次を対象と

せず，1930年代全般を想定した計算を実施する目的によ

り，2001年（現況）と同一条件とした．

c）平均水位

各年代の平均水位は観測値を参考に，2001年（現況）

に対する差として表-2に示す値を設定した．

d）流入負荷量

2001年（現況）の流入負荷量は，農林水産省ら（2003）

により整理されているL-Q式および原単位法（フレー

ム×原単位×流達率）により算定した．各年代における

各河川からの流入負荷量の算定にあたっては，この2001

年（現況）の流入負荷量に各年代のフレーム比率（河川

毎）を乗じて算出した。例として，表-3には筑後川順流

域での流入負荷量の2001年（現況）に対する比率を示す．

ここで，1930年代の流入負荷量は算定する情報が乏しい

ため，中西（1993）により整理されている大阪湾での流

入負荷量の推移を参考に，2001年に対する比率を設定し，

全河川においてこの比率を2001年（現況）の流入負荷量

に乗じて算定した（表-3）．なお懸濁態/溶存態比など各

態への分画比率は各年代で変化させていない.

e）二枚貝類の生息量

数値実験にあたって考慮する二枚貝類は，アサリ，サ
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図-1 浅海定線調査（佐賀県：図-2に示す地点）における底上
1.0mでの溶存酸素濃度の観測値と計算値の比較

図-2 各年代の地形条件の設定方法
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表-1 外海潮位振幅の2001年（現況）に対する比率
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表-2 平均水位の2001年（現況）に対する差
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表-3 筑後川順流域の流入負荷量の2001年（現況）に対する
比率
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※1930年代はアサリ＋タイラギのみ1950年代の漁獲量×漁獲率10倍で推定した値を設定

表-5 二枚貝類の生息量の2001年（現況）に対する比率



ルボウ，カキ，その他の二枚貝類（水産有用種を除く種）

とした．ここで，アサリは砂地盤に生息する二枚貝類の

代表種，サルボウは泥地盤に生息する二枚貝類の代表種

として扱った．各年代の二枚貝類の生息量は，下式によ

り推定した．表-5に各年代の生息量の2001年（現況）比

を示す．その他の二枚貝類（水産有用種を除く種）の生

息量は，各年代で変化しないものと仮定した．

………………………………………………………（1）

………………………………………………………（2）

式（1）（2）中のアサリとサルボウの生息量は森（2010）

の調査結果を基に設定した．またカキの生息量は漁獲量

に漁獲率を乗じて算定した．1930年代の漁獲量は関連す

る情報が乏しいため，アサリのみ1950年代の漁獲量（漁

獲量に漁獲率として5倍を乗じた）から推定した値を用い，

アサリを除く二枚貝類の生息量は1977年・1983年・1990

年の3ケース内の最大値を設定した．これらの二枚貝類の

生息場所は，2001年（現況）と変化しないものと仮定し

た．また生息場所での生息密度の偏りは考慮せず，算出

した有明海での全生息量を生息場所の面積で除した平均

生息密度を一様に設定した．また二枚貝類の生息量は境

界値として扱い，二枚貝類が水質・底質へ与える物質フ

ラックスを境界値として計算に入力した．このとき，漁

獲や鳥類への捕食、高次生物への循環等により，すべて

の二枚貝類のバイオマスは利用されるものと仮定し、二

枚貝類の死亡による有機物の負荷は無いものと仮定した．

f）ノリ養殖量および施肥・酸処理材の使用量

佐賀県・福岡県・長崎県・熊本県から提供を受けた共

販枚数と酸処理剤・施肥の使用実績を参考に，ノリの養

殖量および施肥・酸処理剤量を設定した．またノリ網に

よる流れの抵抗は2001年（現況）と同様と仮定した．施

肥・酸処理剤はノリ養殖場へのアンモニア態窒素，溶存

態有機物の負荷量として扱った．

g）水質・底質の初期値の設定

各ケースにおいて，2001年（現況）で用いた水質・底

質の初期値を設定した上で，年代別の1年間の非定常な

境界条件の基で，4年間の繰り返し計算を実施した．こ

の際，計算開始から3年間を助走計算と位置づけ（初期

値の設定期間），4年目の計算結果を解析対象とした．

3. 計算結果（貧酸素水塊の発生規模）

図-3に示す湾奥西部エリアと諌早湾エリアにおいて，

貧酸素水塊の容積を日別値として整理し，この日別値を

1年間で累積した値および水深3m以深の溶存酸素の存在

量（8月平均値）の変化を図-4に示す．ここで，貧酸素

水塊は溶存酸素濃度が2.0mg･l-1以下の水塊と定義した．

計算結果として，両エリアにおいて1930年代のケースで

貧酸素水塊が存在しない結果となっていたが，1977年以

降は発生規模の大小はあるものの貧酸素水塊の発生がみ

られる結果であった．湾奥西部エリアに着目すると，そ

の発生規模は現況より1977年で89%減，1983年で73％

減，1990年で11％増であり，各年代で発生規模が異なっ

ていた.さらに諌早湾エリアでは，現況より1977年で92%

減，1983年で 77％減，1990年で 38％減と，全年代で

2001年（現況）よりも発生規模が小さく，湾奥西部エリ

アとその変化傾向が異なっていた．

4. 考察（計算結果に基づく）

溶存酸素の変動要因として，酸素供給量を支配する鉛

直拡散係数と断面通過流量，および酸素消費量を支配す

る生化学的な消費の3つの指標の変化に着目し，図-4に

示した貧酸素水塊の規模の変化に対して考察を行った．

（1）流動場の変化要因

溶存酸素の供給量を支配する直接的な物理指標である

鉛直拡散係数とエリアごとの水平方向の流入出流量（エ
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図-3 計算結果の整理場所

図-4 貧酸素水塊の容積の年間累積値と溶存酸素の存在量
（8月平均値）の変化



リアに流入する流量と流出する流量の合計値）を各年代

において比較し，図-5および図-6に示す．なお鉛直拡散

係数はMellor and Yamada（1982）による2方程式乱流ク

ロージャーモデルにより算定しており，図示した値は水

柱での平均値である．湾奥西部エリアでは，1977年以降，

両指標ともに数%の変化がみられる．一方で，諌早湾エ

リアでの2001年（現況）は，その他のケースと比較し，

8月平均値として鉛直拡散係数で約50%，流入出流量と

して約20%、それぞれ低下している．

湾奥西部エリアを対象に，両指標の2001年対比と外海

潮位振幅の自然変動を表す指標として有明海でもっとも

増幅率の大きいM2分潮のF値の関係を図-7に示す．また

図中には2001年（現況）の計算ケースから，外海潮位振

幅の境界条件のみを自然変動での最大時と最小時（M2

分潮の最大・最小時における各分潮のF値を採用）に変

更したケースの結果も併記している（図中のF値最大・

F値最小に相当）．2001年の地形条件でのM2分潮のF値

の変化に対応する両指標の変化幅が，同一のF値を想定

した場合における1977～1990年の地形条件と2001年で

の地形条件の違いによる両指標の変化幅よりも大きいこ

とがわかる．つまり湾奥西部エリアでの1977年以降の両

指標の変化は，地形改変等の影響よりも外海潮位振幅の

自然変動の影響を強く受けていると推測された．

（2）生化学的な酸素消費量の変化要因

モデルで考慮した生化学的な要因による水中溶存酸素

の消費要因は，①動・植プランクトンの呼吸，②懸濁態

および③溶存態有機物の酸化分解，④硝化，⑤底泥によ

る直接的な消費，⑥底生生物の呼吸，⑦還元物質の酸化

である．これらを各年代において水柱で合計し，夏季

（8月）平均値として整理したものを図-8に示す．湾奥西

部エリアでの消費量は，1990年がもっとも高く，つぎに

2001年，1983年，1977年，1930年代の順であった．さ

らに2001年（現況）夏季（8月）における全消費量に占

める上記各消費要因の割合は，①26.2%，②47.8%，③

16.7%，④0.9%，⑤4.8%，⑥0.4%，⑦3.2％であり，②

懸濁態有機物の酸化分解に伴う消費の寄与が最も大きい

ことがわかる．また各年代でのこれら要因の2001年（現

況）からの変化量を図-9に示すが，2001年（現況）から

消費量の変化が大きいものも②懸濁態有機物の酸化分解

に伴う消費であることがわかる．紙面上示していないが，

2001年（現況）8月平均値として，有明海湾奥部（図-3

に示す定義）に発生する懸濁態有機炭素の約95%が一次

生産起源（動・植物プランクトン起源のデトリタス量），

残りの約5%が流入河川からの流入起源であった．すな

わち，一次生産起源の有機物量の変化が各年代の酸素消

費量の変化に大きな影響を及ぼしていることが推測され

る．つぎに各年代における一次生産量の変化を図-10に

示す．ここでは，一次生産量を二枚貝類に利用されない

量（定義：［一次生産量］－［二枚貝類による摂食量］，な

お一次生産量は植物プランクトンの生産量から呼吸・細

胞外分泌による減耗量を差し引いたものとした）と，二

枚貝類による摂食量に区分して整理した．図に示すよう

に，二枚貝類の生息量に依存して，摂食されずに酸化分

解へと移行する有機物量が年代ごとに大きく変化してい

ることがわかる．

（3）湾奥部の一次生産量の変動要因に関する一考察

様々な要因により変化する一次生産量に対して，本研

究では，地形の改変や外海潮位振幅の変化など直接的に

は流動場の変化に起因する要因との関係性に着目した考

察を行った．2001年（現況）を基本として，境界条件と

して地形のみ変更，さらに外海潮位振幅のみ変更した数

値実験（二枚貝類の生息量・流入負荷量等は同一）を実

施した．結果として，図-11は湾奥部での前述の定義に
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図-8 湾奥部西部エリアにおける水柱での全酸素消費量の比較
（8月平均値）

図-7 湾奥西部エリアにおけるM2分潮のF値の変化と水柱で
の鉛直拡散係数および流入出流量の関係

図-5 水柱で平均した鉛直拡散係数の変化（8月平均）

図-6 水柱での流入出流量の変化（8月平均）



基づく，二枚貝類に利用されない一次生産量の2001年

（現況）からの変化率を示している．境界条件の変化に

より，湾奥部の一次生産量が大きく変化しており，自然

変動である外海潮位振幅の変化によっても，一次生産量

は5％程度の変動があることがわかる．これは湾奥部で

の滞留時間の変化が，植物プランクトンの成長に影響す

る要因（光要因，栄養塩要因，自身バイオマスの集積量

等）に影響を及ぼした結果と考えられる．

5. おわりに

有明海で発生する貧酸素水塊に対して，数値実験を行

い，以下の現象の定量化を行った．

（1）湾奥西部エリアでの鉛直拡散係数と流入出流量は，

1970年代以降，地形の改変等の影響よりも外海潮位振

幅の自然変動の影響を強く受けている．

（2）溶存酸素の消費は一次生産量と強く関係しているが，

近年は二枚貝類の減少により，一次生産起源の有機物

が利用されず酸化分解へ移行する割合が増加した結

果，酸素消費量が増大している．

（3）一次生産量は流動場の変化によっても変動し，自然

変動である外海潮位振幅の変動を通した流動場の変化

が及ぼす一次生産量の変化も無視できない．

本研究より，有明海の貧酸素水塊の軽減には，流動場

の回復と二枚貝類等の底生生物生息量の回復が重要な課

題であることが改めて示された．一方で，図-12に4章に

示した数値実験でのM2分潮のF値と貧酸素水塊の容積と

の関係を示すが，周期的（周期18.6年）な外海潮位振幅

の自然変動により，有明海の貧酸素水塊は±10%程度の

変動幅を有していると推測される．このM2振幅のF値は

2006年に最低値を取り，その後10年間は上昇するフェー

ズにある．施策の実施やモニタリング・評価にあたって

は，この影響を認識した上で検討を行う必要がある．
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図-9 湾奥西部エリアでの酸素消費に寄与する各要因の2001
年（現況）に対する差値（8月平均値）

図-11 二枚貝類に利用されない一次生産量の変化（8月平均値）

図-10 湾奥部全域での一次生産量の変化（8月平均）

図-12 外海潮位振幅の自然変動と貧酸素水塊の容積の関係


